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＜重要な会計方針＞ 

 国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」（国立大

学法人会計基準等検討会議 平成３０年６月１１日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法

人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 平成３１年１月３１日最終改訂））

を適用して、財務諸表を作成している。 

 

 １ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   下記を除き、期間進行基準を採用している。 

    退職一時金に充当される運営費交付金      ・・・  費用進行基準 

    文部科学省が指定する基幹運営費交付金の一部 

及び特殊要因運営費交付金            ・・・  業務達成基準又は費用進行基準 

    基幹運営費交付金のうち指定した事業            ・・・  業務達成基準 

 

 ２ 減価償却の会計処理方法 

 （１） 有形固定資産 

   定額法を採用している。 

   耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数は以下のとお

りである。 

     建物          ８～５０年 

     構築物        １０～５０年 

     工具器具備品      ３～２０年 

   なお、受託研究収入によって購入した固定資産は、研究期間を耐用年数としている。 

   また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 84）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用

（国立大学法人会計基準第 90）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本

剰余金から控除して表示している。 

 （２） 無形固定資産 

   定額法を採用している。 

   なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいている。 

 

 ３ 賞与引当金及び見積額の計上基準 

   賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がされない教職員への賞与の支払いに備える

ため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上している。 

   なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外

賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上している。 

 

 ４ 退職給付に係る見積額の計上基準 

   退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上し

ていない。 

   なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第 35 に基

づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。 

 

 ５ 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益としている。 
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 ６ 国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 （１）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

  令和２年３月における10年利付国債（新発債）の利回りを参考に0.005％で計算している。 

 

 ７ リース取引の会計処理 

   リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。 

 

 ８ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。 

 

 ９ 財務諸表及び附属明細書の表示単位 

   財務諸表及び附属明細書は、千円単位により作成している。 

   なお、利益の処分に関する書類は、円単位により作成している。 

 

 

＜重要な会計方針の変更＞ 

  該当なし。 

 

 

＜表示方法の変更＞ 

  該当なし。 
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＜注記事項＞ 

 １ 貸借対照表 

   運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額        6,596,685千円 

   運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額           530,593千円 

 

 ２ キャッシュ・フロー計算書 

（１） 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金勘定           2,326,769千円 

定期預金                △300,000千円 

資金期末残高             2,026,769千円 

 （２）重要な非資金取引 

   ①現物寄附の受入による資産の取得                 90,272千円 

   ②ファイナンス・リースによる資産の取得                         498,551千円 

 

 ３ 国立大学法人等業務実施コスト計算書 

   引当外退職給付増加見積額には、国及び地方公共団体からの出向にかかるものを含んでいる。 

 

 ４ 減損に関する事項 

 【減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）】 

 （１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額等の概要 

記号 用途 場所 種類 帳簿価額 

(A) 
全学業務用 

電話加入権 
茨城県水戸市文京 外 電話加入権 1,666千円 

(B) 
職員宿泊施

設 
茨城県水戸市東原 

土地 

建物 

構築物 

計 

76,123千円 

0千円 

53千円 

76,176千円 

(C) 

 

学生及び教

職員の宿泊

施設 

茨城県久慈郡大子町下野宮 

土地 

建物 

構築物 

計 

38,600千円 

358千円 

212千円 

39,170千円 

 （２）認められた減損の兆候の概要 

   (A) 固定資産の使用状況等から減損の兆候は見られないが、市場価格が帳簿価額の５０％以上下落し

ており、減損の兆候が認められた。 

   (B) 固定資産の職員宿泊施設としての運用廃止が決定されたことにより、減損の兆候が認められた。 

   (C) 固定資産の学生及び教職員の宿泊施設としての運用廃止が決定されたことにより、減損の兆候が

認められた。 

 （３）減損を認識するには至らなかった根拠 

   (A) 使用価値相当額（再調達価額）が帳簿価額を上回っているため。 

   (B) 正味売却価額が帳簿価額を上回っているため。 

   (C) 正味売却価額が帳簿価額を上回っているため。 
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【翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産】 

（１）使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所、種類、帳簿価格等の概要 

記号 用途 場所 種類 帳簿価額 

(D) 職員宿舎 茨城県水戸市東原 

土地 

建物 

構築物 

計 

97,987千円 

48千円 

0千円 

98,036千円 

（注１）中期計画において翌事業年度以降、重要な財産として譲渡することを決定している。 

（注２）帳簿価額は、使用しなくなる日が未定であるため、期末時点での簿価を記載している。 

（注３）譲渡予定者が未定のため、将来使用しなくなる日における回収可能サービス価額及び 

減損見込額については評価不能と判断している。 

 

５ 土地の譲渡に伴う資本金の減少 

    該当なし。 

 

 ６ 重要な債務負担行為 

件     名 契約金額 
令和２年度 

支出予定額 

茨城大学（中成沢）駐車場整備工事（Ⅰ期） 54,890千円 32,990千円 

 

 ７ 金融商品に関する事項 

 （１） 金融商品の状況 

    本学は、資金運用については国立大学法人法第 35 条により準用する独立行政法人通則法第 47 条

の規定等に基づき運用するものとし短期的な預金及び公債等に限定している。 

    未収債権等に係る相手方の信用リスクは、債権管理事務取扱規程に沿ってリスク低減を図っている。 

    資金調達については国立大学法人法第 31 条に基づき文部科学大臣より認可される資金計画に従い

効率的に行っている。なお、借入金の実績はない。 

 （２） 金融商品の時価等に関する事項 

    期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。 

 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

（１）現金及び預金 2,326,769千円 2,326,769千円 ― 

（２）未払金 (1,367,896千円) (1,367,896千円) ― 

   （注１）負債に計上されているものは、（ ）で示している 

   （注２）金融商品の時価の算定方法 

    （１）現金及び預金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。 

    （２）未払金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。 
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 ８ 賃貸等不動産に関する事項 

   本学は、学生寄宿舎及び国際交流会館等の賃貸等不動産を有している。これらの賃貸等不動産の貸借対

照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりである。 

 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

2,695,815千円 △66,902千円 2,628,912千円 2,757,013千円 

   （注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額（損益外減価償却累計額を含む）を控除し

た金額である。 

   （注２）当期増減額は、減価償却による減少額である。 

   （注３）当期末の時価は、土地部分については固定資産税評価額に基づき算出した市場価額、建物につ

いては適正な帳簿価額による。 

   また、賃貸等不動産に関する令和２年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりである。 

賃貸収益 賃貸費用 その他（売却損益等） 

60,813千円 98,043 (52,897) 千円 ―  

   （注）「賃貸費用」の（ ）は損益外減価償却相当額であり、内数である。 

 

 ９ 資産除去債務に関する事項 

   該当なし。 

 

 10 重要な後発事象 

   該当なし。 
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自：平成３１年 ４月 １日 

 

至：令和 ２年 ３月３１日 

 

 

 

国立大学法人茨城大学 

 

 



予算額 決算額
差額

（決算-予算）
備考

収入
　　運営費交付金 7,048 7,215 166 （注１）
　　施設整備費補助金 230 172 △58 （注２）
　　補助金等収入 53 30 △22 （注３）
　　大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 31 31 -
　　自己収入 4,622 4,698 76
　　　授業料、入学料及び検定料 4,302 4,286 △15 （注４）
　　　財産処分収入 13 - △13 （注５）
　　　雑収入 306 411 105 （注６）
　　産学連携等研究収入及び寄附金収入等 1,385 1,801 415 （注７）
　　引当金取崩 3 3 0
　　目的積立金取崩 40 39 △1 （注８）

計　　 13,415 13,991 576

支出
　　業務費 11,714 11,600 △113
　　　教育研究経費 11,714 11,600 △113 （注９）
　　施設整備費 261 203 △58 （注１０）
　　補助金等 53 30 △22 （注１１）
　　産学連携等経費及び寄附金事業費等 1,385 1,057 △327 （注１２）

計　　 13,415 12,892 △522

- 1,099 1,099

　○予算と決算の差異について

　（注１）

　（注２）

　（注３）　

　（注４）　

　（注５）　

　（注６）　

　（注７）　

　（注８）

　（注９）

　（注１０）　

　（注１１）　

　（注１２）　

財産処分収入については、事業計画の変更により、予算額に比して決算額が13百万円少額となって
います。

雑収入については、主として財産貸付料収入の増加により、予算額に比して決算額が105百万円多
額となっています。

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、主として新規寄附金収入の獲得により、予算額
に比して決算額が415百万円多額となっています。

目的積立金取崩については、事業計画の変更により、予算額に比して決算額が1百万円少額となって
います。

教育研究経費については、事業計画の変更により、予算額に比して決算額が113百万円少額となって
います。

収入－支出

運営費交付金の追加交付があったことから、予算額に比して決算額が166百万円多額となっていま
す。

施設整備費補助金については、事業計画の変更により、予算額に比して決算額が58百万円少額と
なっています。

補助金等収入については、補助金交付額の減少により、予算額に比して決算額が22百万円少額と
なっています。

授業料、入学料及び検定料については、入学者数及び志願者数の減少により、予算額に比して決算
額が15百万円少額となっています。

（様式２）

令和元年度　決算報告書

国立大学法人茨城大学

（単位：百万円）

区分

施設整備費については、（注２）に示した理由により、予算額に比して決算額が58百万円少額となって
います。

補助金等については、（注３）に示した理由により、予算額に比して決算額が22百万円少額となってい
ます。

産学連携等経費及び寄附金事業費等については、主として寄附金事業費における執行計画の見直
しにより、予算額に比して決算額が327百万円少額となっています。



 

独立監査人の監査報告書 
 

令和２年７月 17 日 

国立大学法人茨城大学 

学長 太 田 寛 行 殿 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 井 上  東  ㊞ 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 金 子  靖  ㊞ 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 小 林 篤 史 ㊞ 

 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、国立大学法人法第 35 条において準用する独立行政法人通則法（以下「準用通則法」という。）

第 39 条の規定に基づき、国立大学法人茨城大学の平成 31 年４月１日から令和２年３月 31 日までの第 16 期

事業年度の利益の処分に関する書類（案）を除く財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・

フロー計算書、国立大学法人等業務実施コスト計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細書につ

いて監査を行った。 

 

財務諸表に対する学長の責任 

学長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の会計の基準に準拠して財務

諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。以下同じ。）を作成し適正に表示することにある。これには、

不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽の表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために学長が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

会計監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の監査の基

準に準拠して監査を行った。この監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。監査は、

学長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要な虚偽の表示をも

たらす要因となる場合があることに十分留意して計画される。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正及び誤謬並びに違法行為による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの

評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため

のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、学長が採用した会計

方針及びその適用方法並びに学長によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。この基礎には、

当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な虚偽の表示をもたらす学長又はその他の役

員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存在は認められなかったとの事実を含んでいる。なお、

当監査法人が実施した監査は、財務諸表の重要な虚偽の表示の要因とならない学長又はその他の役員若しく

は職員による不正及び誤謬並びに違法行為の有無について意見を述べるものではない。 

 

 



 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の会計の

基準に準拠して、国立大学法人茨城大学の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び業務実施コ

ストの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

＜利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対する報告＞ 

当監査法人は、準用通則法第 39 条の規定に基づき、国立大学法人茨城大学の平成 31 年４月１日から令和

２年３月 31 日までの第 16 期事業年度の利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限

る。）及び決算報告書について監査を行った。なお、事業報告書について監査の対象とした会計に関する部分

は、事業報告書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。ただし、当監査法人

は、第 13 期事業年度に会計監査人に選任されたので、事業報告書に記載されている事項のうち第 12 期事業

年度以前の会計に関する部分は、前任会計監査人の監査を受けた財務諸表に基づき記載されている。 

 

利益の処分に関する書類（案）、事業報告書及び決算報告書に対する学長の責任 

学長の責任は、法令に適合した利益の処分に関する書類（案）を作成すること、財政状態及び運営状況を

正しく示す事業報告書を作成すること並びに予算の区分に従って決算の状況を正しく示す決算報告書を作成

することにある。 

 

会計監査人の責任 

当監査法人の責任は、利益の処分に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業報告書（会

計に関する部分に限る。）が財政状態及び運営状況を正しく示しているか並びに決算報告書が予算の区分に

従って決算の状況を正しく示しているかについて、独立の立場から報告することにある。 

 

利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対する報告 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1) 利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 事業報告書（第 13 期事業年度以降の各事業年度の会計に関する部分に限る。）は、国立大学法人茨城

大学の財政状態及び運営状況を正しく示しているものと認める。 

(3) 決算報告書は、学長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているものと認める。 

 

利害関係 

国立大学法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

以 上 

 

 

 

 



- 1 -

監 査 報 告

国立大学法人法第11条第6項及び国立大学法人法施行規則第1条の2第5項並びに国立大

学法人法第35条において準用する独立行政法人通則法第38条第2項の規定に基づき、国立

大学法人茨城大学の平成31(2019)年4月1日から令和2(2020)年3月31日までの令和元事業年

度の業務に関して監査を実施したので、以下のとおり（詳細は、別添「令和元年度監事監

査報告書」参照）報告します。

１、監査の方法及びその内容

監事は、令和元(2019)年度監事監査計画及び監査手続に従い、学長、理事、内部監査

部門その他職員（以下「役職員等」という）と意思疎通を図り、必要に応じて監査室と連

携し、情報の収集及び監査の環境の整備に努めたうえで、役員会その他重要な会議への出

席、役職員等からの職務執行状況についての報告・説明、重要な決裁書類等の閲覧、事務

局、学部その他の主要な事業所における業務及び財産の状況調査などを実施した。

また、本学におけるガバナンス体制や学長及び理事（以下「役員」という）の職務

の執行が法令等に適合することを確保するための体制（以下「内部統制システム」とい

う。）について、役職員等からその整備及び運用の状況について定期的に報告を受け、必

要に応じて説明を求めた。

さらに、会計監査に関しては、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査

を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書、国立大学法人等業務実施コスト計算書、利益の処分に関する

書類（案）及び附属明細書）、事業報告書及び決算報告書につき検討した。

２、監査の結果

（１）業務の実施状況及び中期目標の実施状況

国立大学法人茨城大学の業務の実施状況について、法令等に従って適正に実施され

ているかどうかを監査した結果、及び中期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的

に実施されているかどうかについて確認した結果、特に指摘すべき事項は認められま

せん。

（２）内部統制システムの整備及び運用に関する状況

内部統制システムの整備及び運用の状況を監査した結果、特に指摘すべき事項は認

められません。
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（３）役員の不正行為及び法令等に違反する事実の有無

役員の職務の執行に関し、不正の行為又は法令等に違反する事実については、指摘

すべき事実は認められません。

（４）事業報告書

事業報告書は、国立大学法人茨城大学の業務運営の状況を正しく示しているものと

認めます。

（５）財務諸表等

財務諸表は、国立大学法人会計基準等に従い作成され、国立大学法人茨

城大学の財政状況及び運営状況等を正しく表示しているものと認めます。

決算報告書は、予算の区分に従って決算状況を正しく表示しているもの

と認めます。

会計監査人である有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

令和２(2020)年7月17日

国立大学法人茨城大学長

太 田 寛 行 殿

監 事 中 根 一 明

監 事 中 庭 陽 子




